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令和４年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（事案解析） 

 

トラック運送業における運行パターンの定量解析と運輸小規模事業場の特徴 
研究分担者 酒井一博 公益財団法人 大原記念労働科学研究所・主管研究員 

 

＜研究要旨＞ 

【目的】デジタルタコグラフ（以下「デジタコ」という。）データをパターン分類し、ドライバー個人の

パターン推移に焦点を当て、その特徴を抽出することに取り組んだ。運行パターン分析を深化

させ、対策研究に結び付けるためには、働き方、運行管理、健康管理の実態解明が重要であ

る。トラックドライバーを対象とした従来の調査では、事業場の規模別の分析は行われておらず

全体像をとらえた分析が主流である。その反面、トラック業界関係者からは、小規模事業者にお

ける問題が指摘されている。そこで、本研究では、トラック運送業における過労死等事案の要因

及び特徴を抽出し、対策立案に繋げるために、小規模事業場（従業員数 30 人以下 ）のトラッ

クドライバーに焦点を当てて、デジタコデータに基づく運行パターン及び Web 調査による分析

を進め、小規模事業場のドライバーの労働環境と健康管理の実態を明らかにすることを目的と

した。 

【方法】デジタコデータを元に、各運行を運行 8 パターンに分類した。個々のドライバーについ

て、各月の運行パターンの中の最頻出パターンを個人パターンとした。さらに、運行月数に対

する個人パターンの占める割合、及び対象期間中の出現運行パターン個数を、個人パターン

の安定性とし、その特徴を抽出した。労働環境と健康管理に関する質問紙を作成し、Web 調査

を実施した。 

【結果】最頻出の運行パターンと個人パターンには相違があった。個人パターンの相違により、

個人パターンの安定性にも違いが見られた。Web 調査の結果では、当初の予測に反して、小

規模事業場で働くトラックドライバーの労働環境が健康に与える影響は少ないものと考えられ

た。しかし個人事業主は健康診断の受診をしている人が少なく、事業規模が小さいほど健康診

断の制度がないところが多いことが判明した。 

【考察】運行パターンについて今後は個人パターンと業務の過重性との関連について検討す

る。Web 調査の結果からは、健康診断の受診と制度について、対策の必要性が示唆される。 

【この研究から分かったこと】運行の個人パターンとその安定性は、ドライバーの運行の特徴を

表現していた。Web 調査から、一概に小規模事業場だから労働環境の整備や健康管理に問

題があるとは言えないことが分かった。今後は大規模事業場の実態と比較しての研究が重要と

考えられた。 

【キーワード】デジタルタコグラフデータ、運行パターン、Web 調査 
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Ａ．目的 

5 か年にわたるトラック事案の調査復命書か

ら分類された特徴的な運行 8 パターン 1) の各

パターンの全運行数に対する比率は、実走行

中のデジタルタコグラフ（以下「デジタコ」とい

う。）データより得た運行 8 パターンの同比率と

類似していることが明らかになった 2) ことから、
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運行形態と健康起因事故との関係を明らかに

する科学手法を開発するため、デジタコデータ

の集積システムの構築、運行形態の特徴を抽

出して運行パターンの定量解析を行うプログラ

ムの開発に取り組んできた。今年度は、集積さ

れたデジタコデータのパターン分類から、ドラ

イバー個人のパターン推移に焦点を当て、そ

の特徴を抽出することに取り組んだ。 

従来のトラックドライバーを対象とした大規

模調査では、賃金や休日の取得状況、労働時

間をはじめとした労働環境に関する調査 3）4）や

勤務形態と生活習慣、有所見の関係を示した

健康管理に関する調査が行われている 5）6）。こ

れらの研究では 1,000 社以上の運送事業場を

対象としており、事業規模や業態に偏りが出な

いようなサンプリングを行った研究も含まれて

いる。ただし、調査対象の全体による分析結果

のみを示しており、事業場の規模別の分析は

行われていない。その一方、トラック業界関係

者やトラック事業者からは、小規模事業場にこ

れらの管理の問題が集中しているのではとの

見解がある。そこで本研究では、小規模事業

場のトラックドライバーに焦点を当てて、労働

環境、働き方、健康管理についての実態を明

らかにすることを目的とする。Web 調査は 2021

年 1 月に実施し、データの分析を 2022 年度に

進めた。本研究は査読を経て、2022 年 12 月

に「労働科学」に掲載された（永峰他、2022）。

以下、Web 調査については、永峰他論文を引

用・要約・加筆し、主要点を述べる。 

 

Ｂ．方法 

1. 運行パターンの分析 

1) デジタコデータの取得 

昨年度までに構築したデジタコデータの集

積システムを用いて、トラック事業 5 社からデジ

タコデータを収集し、クレンジング処理後にサ

ーバに集積した。 

2) 運行パターンの分類 

従来法と同様に、運行開始・終了時刻、荷

積・荷降時間、休憩時間、手待ち時間などの

運行データを元に、各運行を以下の運行 8 パ

ターンに分類した。 

①：連続運行型 

②：連続勤務型 

③：短休息期間型 

④：日勤夜勤混在型 

⑤：日勤型 

⑥：早朝出庫型・通常タイプ 

⑦：早朝出庫型・不規則タイプ 

⑧：夜勤型 

各運行で分類したパターン情報を元に、最頻

出のパターンを各運行月の運行パターンとし

た。8 パターンに分類されない運行月はその他

に分類した。 

3) ドライバーの運行パターンの特徴と安定性 

集積された運行データが 12 か月以上存在

するドライバーについて、各月の運行パターン

の最頻出パターンをドライバーの個人パターン

と定義した。また、各ドライバーの運行の安定

性指標として、個人の運行月数に対する個人

パターンの運行月数の占める割合、及び対象

期間中の各ドライバーの運行パターン個数を

定義し、その特徴を抽出した。 

 

２．Web 調査 

1）調査対象者 

調査会社に依頼し、登録モニターを対象に

Web 調査を実施した。 

トラックドライバーあるいはトラックドライバー

兼その他職種を選択し、従業員が 30 人以下と

回答した者を対象者として抽出し、本調査を実

施した。同意と回答を得られた 332 人のうち、

複数の研究者が不適切な回答と判断した 16

人を削除した 316 人（男性 255 人、女性 61 人）

が本研究における分析対象である。 

2）調査内容 

（1) フェイスシート 

性別、婚姻状況、子どもの有無、世帯年収、

個人年収、年齢（5 歳区切り）、同居人。 

年齢は 10 歳区切りで分析を行った。 

（2）会社車種等 

会社や運転する車種についての項目は以

下のとおりであった。（）は回答方法を示す。

（数字）は直接数字を記入するもの、（単一回

答）は選択肢を１つだけ選ぶもの、（複数回答）

はあてはまる選択肢を全て選ぶものである。 

 

トラックドライバー歴（数字） 

現在の会社での勤続年数（数字） 

現在の会社の保有車両台数（数字） 

従業員数（単一回答） 

運行形態（単一回答） 

1 日あたりの手待ち時間（単一回答） 

雇用形態（複数回答） 

運転している車種（複数回答） 
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車のナンバープレート色（複数回答） 

積載物（複数回答） 

宿泊場所（日帰り運行中心以外：複数回答） 

（3）働き方 

以下の質問項目対して、「1．あてはまらない」

～「5．あてはまる」の 5 件法で回答を求めた。 

 

「1 日の拘束時間が 13 時間以内」 

「残業時間が月 45 時間超」 

「残業時間が月 80 時間超」 

「長時間労働について産業医や産業保健ス

タッフへの相談経験」 

「出社時間が早朝 2～5 時」 

「退社時間が 20 時以降」 

「勤務間インターバルが 8 時間以上」 

「年間の有給取得日数が 5 日未満」 

「週休 2 日の取得」 

（4）健康関連事項 

以下の質問項目に対して、1「あてはまらな

い」と2「あてはまる」の2件法で回答を求めた。 

 

「最近 1 年以内に会社の健康診断を受けた」 

「会社には健康診断の制度がある」 

「健康不安や精神的ストレスについて社内

に健康相談の窓口がある」 

「社内や取引先でハラスメントを受けた経験 

がある」 

「1 回 30 分位以上の運動を週 2 回以上やっ

ている」 

「運転中に体調不良を感じたことがある」 

「出社時には必ず血圧を測る」 

「出社時に必ずアルコールチェックを受ける」 

 

加えて、以下の項目ではあてはまる選択肢

を選択させた。 

 

持病の有無と疾患名 

平均睡眠時間 

喫煙状況 

飲酒状況 

勤務日の食事回数 

運転中に体調不良を感じたときの対処方法 

 

3）倫理的配慮 

本研究は、公益財団法人大原記念労働科

学研究所「調査研究に関する倫理委員会」の

審査と承認（通知番号：19-013、20-003、21-

007）を得て実施した。 

 

Ｃ．結果 

1. 運行パターンの分析 

1) デジタコデータの取得 

昨年度から引き続きデジタコデータの利用

許可を得られた全国のトラック事業者 5 社より、

デジタコデータを得てサーバに集積した。デ

ータの集積期間は 2019 年 4 月 1 日から 2022

年 6 月 31 日までの 39 か月間となった。集積さ

れたデータは、延べドライバー数 2,007 人（昨

年度比＋199 人）、運行件数は約 1,884 万件

（人日・同＋470 万件）となった。 

2) 運行パターンの分類 

得られた運行データの内、1 か月の運行日

数が 5 日未満のデータを除外し、2019 年 4 月

～2022 年 6 月の計 801,245 運行を分析の対

象とした。各月の運行パターンを分類した結果、

43,469 運行月のデータが 8 パターンに分類さ

れた。 

図 1 に、8 つの運行パターンが運行全体に

占める割合を示した。運行パターンは短休息

期間型が最頻出で全体の 20.5%を占めた。早

朝出庫型は通常タイプと不規則タイプを合わ

せると 31.3％となり、分類された運行パターン

の 3 割を占めた。日勤型は 6.2%であった。 

3) ドライバーの運行パターンの特徴と安定性 

集積された運行データが 12 か月以上存在

するドライバー1,229 人について、ドライバーの

個人パターン 8 パターンの全ドライバーに占め

る割合を図 2 に示した。個人パターンは早朝

出庫型不規則タイプが 20.9%を占め、8 パター

ンのうちで最頻出であった。早朝出庫型通常

タイプは 16.0%を占め、通常タイプと不規則タイ

プを合わせ 36.9％のドライバーは早朝に出庫

する勤務パターンで業務に従事していた。さら

に夜勤型の 17.2％を加えると、ドライバーの半

数超は、18 時以降から朝 8 時までの間に出庫

していた。 

図 3 に、個人の運行月数に対する個人パタ

ーンの運行月数の占める割合を示した。ドライ

バーの 23.9%は、90％を超える運行パターンを

個人パターンが占めた。一方、個人パターン

での運行が自身の運行月の 50％に満たない

ドライバーは 124 人（全 1,229 人の 10.1％）で

あった。図 4 に、対象期間中に観察された各ド

ライバーの運行パターン個数の分布を示した。

出現する運行パターンの数は 2 個もしくは 3 個

が大部分を占め、3 個以内のドライバーが
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1,029 人（83.7％）であった。一方、5 個以上の

運行パターンで乗務しているドライバーは 55

人（4.5%）であった。 

図 5 に、個人の運行月数に対する個人パタ

ーンの運行月数の占める割合を、個人パター

ン別に示した。連続運行型及び夜勤型では、

個人パターンで運行するドライバーの数が多

かった。一方、早朝出庫型では、通常タイプ、

不規則タイプ共に個人パターン以外のパター

ンで運行する割合が多かった。短休息型のド

ライバーは、個人パターンで運行する割合が

多くても 90%未満であり、短休息ではない運行

パターンが一定数存在した。図 6 には、対象

期間中に観察された各ドライバーの運行パタ

ーン個数の分布を、個人パターン別に示した。

早朝出庫型の 2 タイプ及び短休息型では、単

独の運行パターンで運行するドライバーはほと

んどおらず、2～3 個の運行パターンで運行す

るドライバーが多かった。 

2．Web 調査 

1) 対象者の基本情報 

調査対象者の基本情報について、主要な

点を以下に示す。 

(1) 個人属性 

調査対象者の年齢：30 歳以下は 59 人

（18.7%）、31―40 歳は 74 人（23.4%）、41―50

歳は 79 人（25.0%）、51―60 歳は 81 人（25.6%）、

61 歳以上は 23 人（7.3%）であった。個人年収：

200―400 万未満が 118 人と最も多かった。 

婚姻状況：未婚（離別・死別含む）が 135 人、

既婚が 181 人であった。 

同居人：なしが 65 人、ありが 251 人であっ

た。 

(2) 会社や勤務の状況 

ドライバー歴：平均 12.00 年（SD = 10.95） 

会社の車両保有台数：平均 8.40 台（SD = 8.92）

であった。 

会社従業員数：10 人単位で計算するため、

2―5 人と 6―10 人は合算したところ、個人事

業主・請負・日雇い・フリーランス（以下「個人

他」という。）は 64 人（20.3%）、2―10 人は 100

人（31.7%）、11―20 人は 92 人（29.1%）、

21―30 人は 60 人（19.0%）であった。 

雇用形態：正社員は 196 人、契約社員は 15

人、嘱託社員は 8 人、派遣社員は 11 人、パー

ト・アルバイトは 32 人、個人他は 55 人、経営

者は 12 人であった。 

運行形態：日帰り運行中心は 196 人（62.3%）、

日帰り・長距離半々は 54 人（17.1%）、長距離

（1 泊 2 日）は 26 人（8.2%）、長距離（2 泊 3 日）

は 18 人（5.7%）、長距離（3 泊 4 日）は 12 人

（3.8%）、長距離（4 泊 5 日）は 5 人（1.6%）、長

距離（5 泊以上）は 2 人（0.6%）、その他は 3 人

（1.0%）であった。 

運転しているナンバーの色：緑が 151 人、白

が 124 人、黒が 59 人、黄が 27 人であった。 

運転している車種：中型（4t）が 120 人で最

も多かった。 

積載物：建設資材が 79 人と最も多かった。 

(3) 生活習慣等 

勤務日の食事：1 日 3 食摂っている者が 159

人で最も多かった。 

平均睡眠時間：6 時間以上 7 時間未満が

102 人と最も多かった。 

喫煙：禁煙した者が 91 人と最も多く、喫煙者

の中では 11―20 本が 61 人で最も多かった。 

飲酒状況：飲まない者が 87 人と最も多く、飲

酒をする者の中では毎日飲んでいる者が 79

人と最も多かった。 

BMI：平均 23.11（SD = 3.39）であった。 

有所見：高血圧症がある者は 58 人であり、

腰痛がある者は 90 人であった。 

2) 労働環境 

労働環境について、従業員数を独立変数と

して分散分析を行った。以下の項目では主効

果が見られなかった。 

1 日あたりの拘束時間 13 時間以内（F (3, 

312) = 0.42, p = .74）、ひと月の残業時間 80 時

間以上（F (3, 312) = 0.33, p =.80）、長時間労

働に関する産業医等への相談経験（F (3, 312) 

= 0.11, p = .96）、出社時間早朝 2～5 時（F (3, 

312) = 0.82, p = .48）、退社時間が 20 時以降

（F (3, 312) = 1.00, p = .39）、勤務間インター

バル 8 時間以上（F (3, 312) = 1.27, p = .29）、

週休 2 日（F (3, 312) = 0.45 , p = .72）、 

年間の有給取得日数 5 日未満（F (3, 312) = 

0.75, p = .52）。 

ひと月の残業時間 45 時間以上では主効果

が見られたため（F (3, 312) = 2.71, p = .05, η2 

= .03）、多重比較（Tukey）を行った結果、

2―10 人と 21―30 人の間で有意な差が見られ

た（p = .05）。 

3) 健康管理 

健康管理について、χ2 検定を行った。その

結果、社内の相談窓口（χ2 (3) = 0.83, p 

= .84）、ハラスメントを受けた経験（χ2 (3) = 
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2.30, p = .51）、運動の実施（χ2 (3) = 0.98, p 

= .81）、運転中の体調不良経験（χ2 (3) = 2.57, 

p = .46）、出社時の血圧測定（χ2 (3) = 1.54, p 

= .67）、出社時のアルコールチェック（χ2 (3) = 

4.76, p = .19）は有意ではなかった。健康診断

の受診（χ2 (3) = 15.97、 p < .001, Cramer’s 

V = .23）と健康診断の制度（χ2 (3) = 46.02, p 

< .001, Cramer’s V = .41）は有意であった。 

健康診断の受診と制度について残差分析

を行った結果を表１に示した。 

健康診断の受診では、「個人他」が他の規

模と比べて受診をしていない人の割合が有意

に多く、受診をしている人の割合が有意に少

なかった。さらに、「21―30 人」では他の規模と

比べて受診をしていない人の割合が有意に少

なく、受診をしている人の割合が有意に多かっ

た。健康診断の制度では、「個人他」と「2―10

人」が他の規模と比べて制度がない人の割合

が有意に多く、制度がある人の割合が有意に

少なかった。さらに、「11―20 人」と「21―30 人」

では他の規模と比べて制度がない人の割合が

有意に少なく、制度がある人の割合が有意に

多かった。 

 

Ｄ．考察 

1. 運行パターンの分析 

得られた運行データを 8 パターンに分類し

たところ、図 1 に示すように、短休息期間型、

早朝出庫型通常タイプ、同不規則タイプの運

行月が多く、これまでの報告 7) と変わらず同傾

向であった。運行の大部分は朝起きて夜眠る

働き方とは異なる勤務形態であり、健康管理

等の諸問題に対処する際には、シフトワーク勤

務従事者と同様に扱う必要性があると考えら

れる。一方、ドライバー個々人の主要な運行パ

ターンである個人パターンは、早朝出庫型通

常タイプ、同不規則タイプ、夜勤型の 3 パター

ンが大部分であり、短休息型を個人パターンと

するドライバーは 1 割強であった（図 2）。これ

は、短休息型がドライバーにとって主要なパタ

ーンではなく、多くは早朝出庫等で勤務してい

るものの、一時的に短休息運行の多い月が生

じて、その結果当該月が短休息パターンとして

判定されているものと考えられる。全運行月の

2 割超は短休息である（図 1）ことから、このよう

なケースは一定量生じていると予想され、運行

パターンの中に潜む短休息運行については

注視する必要がある。 

図 2 に示したように、連続勤務型の個人パタ

ーンを持つドライバーは 5 人（0.1%）であった。

割合こそ小さいが、主要な運行パターンが連

続勤務型であるドライバーが存在することを示

している。図 5 より、連続勤務型での運行は 40

～60%であり、言いかえれば 2 か月に 1 回は 10

日以上の連続勤務が発生する運行を続けて

いることになり、負担は大きいと予想される。特

定のドライバーに連続勤務が集中しやすい運

行であれば、他方で連続的な休暇が確保され

ているのかなど、適切な休日の設定が重要と

なる。 

運行パターンの安定性の指標として、ドライ

バーの個人パターンが自身の運行パターンの

どのくらいを占めるのか、また、分析対象期間

中にドライバーは何個の運行パターンで運行

しているのか、以上、2 種類の指標を定義した。

その結果、運行パターンの安定性は個人パタ

ーン 8 パターンによって異なっていた。連続運

行型の個人パターンを有するドライバーは、運

行月の多くが連続運行型である傾向が認めら

れ、早朝出庫型の個人パターンを有するドライ

バーでは、個人パターンと同一の運行月はそ

れほど多くなく、複数の運行パターンで乗務し

ている傾向があった。したがって、これらは運

行パターンのもつ働き方の特徴を表現する指

標の 1 つであり、今後は業務の過重性との関

連について検討する。 

2.Web 調査 

1）対象者の基本情報 

対象者年齢：30 歳以下に比して 51―60 歳

にかけての人数が多かった。国土交通省の調

査 4）では、2015 年の調査と比較して 40 歳以上

のドライバーの割合が高くなっており、トラックド

ライバーの高齢化問題が示されている。さらに、

他業種と比較しても若手の人材が少ないことも

指摘されており 8）、本調査でもそれを裏付ける

結果であった。全日本トラック協会の調査 3）で

は、20 歳代以下が 7.2%、30 歳代が 15.3%、40

歳代が 33.7%、50 歳代が 32.1%、60 歳代以上

は 11.5%であり、本調査の結果はそれと比較す

ると比較的若い世代の割合が高かった。インタ

ーネット利用は年代が低いほど利用時間が長

いことが報告されており 9）、今回は Web 調査で

あったため若年の回答者が相対的に多かった

と考えられる。 

雇用形態：労働政策研究・研修機構の調査
10）では「運輸業・郵便業」は正社員が 67.2%で
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あるが、今回の調査の正規雇用は 62.0%とや

や少なかった。厚生労働省 11）の調査では、事

業場規模が小さいほど正規雇用者の割合が

低いことが示されている。今回は小規模事業

者のみを対象としたため、全体よりも正規雇用

の割合が少なかったと推察された。 

運転している車種：本調査の対象者の分布

は中型、軽トラック、小型、大型の順に多かっ

たが、全日本トラック協会の調査 3）では大型運

転者の割合が40.9%、中型運転者が26.1%であ

り、分布が異なっていた。しかし、本調査では

ダンプ車やミキサー車などの車種を運転して

いる者からも回答が得られており、小規模事業

者での幅広いサンプリングができたと考えられ

る。 

生活習慣：トラックドライバーを対象とした大

規模調査では、平均睡眠時間が勤務日 6.7 時

間（SD = 1.4）、休日 8.0 時間（SD = 1.6）、喫煙

者は 53.4%、習慣的な飲酒をしている者は

67.6%であった 5）。睡眠時間に関しては、大手

企業よりも中小企業の方が有意に短いという

報告がある 12）。本調査では 5 時間以上 6 時間

未満、6 時間以上 7 時間未満を選択した者が

多く、小規模事業場のトラックドライバーは比

較的睡眠時間が短いと考えられ、小山の報告
12）を支持する結果であった。喫煙と飲酒につ

いては、松元の調査 5）と概ね同様の結果であ

った。国民健康・栄養調査では、習慣的に喫

煙している者が 16.7%13）、習慣的に飲酒してい

る者は 44.6%14）であり、トラックドライバーの喫

煙・飲酒は、日本人全体の中でも非常に望ま

しくない状況にあると言える。今後は原因を詳

細に調査し、医療との連携も念頭に置きつつ、

喫煙・飲酒に関する健康教育や行動変容の動

機づけをもたらす介入方法の提案など、新た

な支援策を考える必要が示唆される。 

2）労働環境 

小規模事業場の労働環境の特徴を詳細に

把握するために、さらに規模を分けて比較を

行った。 

残業時間：4「ひと月の残業時間 80 時間以

上」の平均得点が全体的に低く、「あてはまら

ない」（45.6%）、「あまりあてはまらない」（17.4%）

を選択した者が多数であった。厚生労働省 15）

では、2―6 か月間平均で月 80 時間を超える

時間外労働を過労死等の基準と定めている。

有意な差が見られなかったことも踏まえると、

全体的に過半数の従業員は過労死等レベル

に該当しないと考えられる。「出社時間が 2―5

時」と「退社時間が 20 時以降」は、それぞれ

「あてはまらない」が 38.9%、39.6%、「あまりあて

はまらない」が 15.2%、18.4%を選択していた。

今回の対象者の中では出社・退社時間が早い

もしくは遅い人の方が少ないことから、勤務が

生活習慣に与える影響は少ない可能性が示

唆された。以上のことから、小規模事業場で働

くトラックドライバーの労働環境が健康に与え

る影響は少ないものと考えられた。「ひと月の

残業時間 45 時間以上」のみ有意差が見られ

たが効果量は小さかったため、さらに調査が必

要である。 

労働時間の管理：道路運送法と貨物自動車

運送事業法によって、小規模含む全ての事業

場に運行管理者を配置することが義務付けら

れている。その業務内容には、勤務時間及び

乗務時間の管理や長距離運転または夜間の

運転に従事する場合の交替運転者の配置が

安全規則として決められている。産業医や安

全管理者は 50 人以上の従業員がいる事業場

に選任義務があるため、小規模事業場は適切

な安全衛生管理がされづらい。本調査では運

行管理者の存在の有無について確認してい

ないが、全事業場に配置されていることを考え

ると、今回の対象者のような小規模事業場であ

っても、運行管理者が長時間の連続勤務など

に歯止めをかける役割を持っている可能性を

示唆する。 

本研究では回答のしやすさを優先し、5 件

法で回答を求めたため、これまでの大規模事

業場も含んだ他の調査と本調査の結果は直接

比較することができなかった。したがって、今

後は大規模事業場も含めて、規模のみでなく

配送品目や配送距離、下請け多層構造など

様々な側面から分析できる調査を行う必要が

ある。 

3）健康管理 

健康管理に関する項目では、健康診断の

受診と健康診断の制度に事業場規模による有

意な差が見られた（表１）。 

健康診断の受診：個人を含め、規模が小さ

いほど、受診していない傾向が見られた。個人

事業主本人に対する法的義務はなく、健康診

断の項目も指定されていない。しかし、特定健

康診査（メタボ健診）や自治体の一般健康診

断のような無料もしくは安価で受けることのでき

る健康診断もあるため、個人事業主やフリーラ
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ンスのドライバーに健康診断の重要性をより周

知させ、受診を勧めることが重要である。 

健康診断の制度：個人事業主やフリーラン

スには法的義務はないが、2―10 人の会社に

おいても制度がないと答えた者が有意に多か

った。1 人でも従業員を雇っている場合、事業

主は健康診断を受けさせる義務があるが、事

業主がその義務を知らずに制度を設けていな

い可能性がある。加えて、制度があるにもかか

わらず今回の回答者（ドライバー）が無いと思

っていた可能性もある。もしそうであれば、事

業主と従業員共に周知させる必要がある。 

ハラスメント：事業場規模による有意な差は

見られず、全体で見ると 63.6%が経験ありと答

えていた。厚生労働省の調査 16）では、過去 3

年間に勤務先でパワーハラスメントを受けた経

験のある者が 31.4%、セクシュアルハラスメント

を受けた経験のある者が 10.2%と報告している。

本研究ではハラスメント内容を分けて聞いてい

ないことや、過去 3 年間といったように期間を

設けていないといったことから直接比較をする

ことはできないが、ハラスメント経験者が多い可

能性がある。2020 年 6 月 1 日に「改正労働施

策総合推進法」が施行され、事業主によるパワ

ーハラスメント防止措置が義務化された。2022

年 4 月からは中小企業にもパワハラ防止措置

が義務化されたことから、今後も追って調査を

行い効果的な改善策を提案する必要がある。 

運動の実施：男性トラックドライバーのみを

対象とした先行研究では 5）、運動実施者は

11.9%と報告しており、一般住民を対象とした

国民健康・栄養調査 13）では 33.6%と報告され

ていた。本研究対象者ではこれまでの各種調

査より高い運動実施率であった。本調査の運

動実施に関する質問は、運動内容について問

うものではなく運動頻度と時間についてのみ

規定した質問であった。そのため、仕事中の

荷扱いなどで体を動かしていることを運動とみ

なして回答している可能性も否定できない。今

後は運動の内容や労働時間外での自主的な

運動のみを測定するなど、より詳細に運動実

施状況を明らかにすることが必要と考えた。 

出社時の血圧測定：現在、測定は法律で義

務化されていないが、3 割超で血圧測定が実

施されていた。血圧が強く関与する脳・心臓疾

患の多さはトラックドライバーの喫緊の課題と

なっており、全日本トラック協会では 2018 年か

ら中小企業を対象とした血圧計導入促進助成

事業を導入している。この助成事業では 2020

年度までに 2,000 台を超える助成を行い、

2020 年度では約 4 割の事業者が血圧計を活

用していた 17）。本調査の回答者の事業場で助

成制度を利用していたかどうかは不明である

が、小規模事業場でも 3 割超で血圧測定を実

施していたことは、助成制度などの取り組みの

効果とも推察された。今後血圧測定の実施率

をさらに上昇させるためには、小規模事業場

に向けた手厚い助成制度や教育などの方法

を検討し実施していく必要がある。 

出社時のアルコールチェック：チェックを行

っている者は 5 割と非常に低い実施率であっ

た。これは本調査の対象者が事業用ナンバー

のみでなく自家用ナンバーの運転者が含まれ

ていたことが関与していると推察された。本調

査実施時には社用車であっても自家用ナンバ

ーであればアルコールチェックが義務化され

ていなかったため、実施率を下げていたと考え

られた。しかし、事業用ナンバー（n = 175）でも

アルコールチェックを行っていたのは 97 人

（55.4%）であり、小規模事業場でのアルコール

チェックに課題があることが分かる。2022 年か

ら道路交通法が改正され、これまで運送業な

どの事業用ナンバーを対象として義務化され

ていたアルコールチェックの対象者が拡大さ

れたことや（乗車定員 11 人以上の自動車を 1

台以上または乗車定員に限らず 5 台以上を使

用する事業場の運転者）、乗務後のチェックも

2022 年 10 月から義務化された。今後はアルコ

ールチェックの対象者や方法についても詳細

に調査し、実施率の上昇を図る必要がある。 

健康管理に関する項目全体に関しては、主

に社内の制度について問う項目で構成されて

いた。会社等のソーシャルサポートは健康へ

の大きな影響要因となるが、ドライバー本人が

実際に行っている健康行動や健康に対する意

識も調査する必要がある。また、トラックドライ

バーを対象とした研究では、有所見や疾患を

はじめとした身体面に注目した研究が多いが、

労働災害の申請状況を鑑みると、心理的な問

題も見逃すことはできない。体の健康だけでな

く、心の健康にもより着目し、トラックドライバー

の健康を総合的に調査する必要がある。 

 

Ｅ．結論 

協力事業者のデジタコデータから得た運行

パターンの分類を、総運行とドライバー個人単
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位の運行パターンで比較し、また、個人パター

ンの安定性について特徴を抽出した。最頻出

の運行パターンは短休息期間型であるが、個

人パターンは早朝出庫型及び夜勤型が大部

分で、月によって短休息が多くなることが類推

された。個人パターンの相違により、個人パタ

ーンの安定性にも違いが見られた。 

30 人以下の従業員で構成されている運送

事業場で働くトラックドライバーを対象として、

労働環境と健康管理の実態を明らかにするた

めに Web 調査を行った。労働環境に関しては、

小規模事業場内での顕著な差は見られなかっ

た。健康管理に関しては、健診制度の設置と

実施率が低く、小規模事業場における対策の

必要性が示された。今回実施した小規模事業

場を対象とした調査は、大規模事業場を含め

たこれまでの調査結果と直接比較することはで

きない。今後は大規模事業場から小規模事業

場まで含めた調査を行い、規模別に比較検討

することで、各事業場規模が抱える問題を明ら

かにしていく必要がある。 

 

Ｆ．健康危機情報 
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図 1 全運行に占める 8 パターンの割合 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2 個人パターン 8 パターンの全ドライバーに占める割合 
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図 3 個人の運行月数に対する個人パターンの運行月数の占める割合 

 

 

 

 

 

 
図 4 各ドライバーの運行パターン個数の分布 
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①連続運行              ②連続勤務 

 

 
③短休息              ④日勤夜勤混在 

 

 
         ⑤日勤                ⑥早朝出庫 

 

 
⑦早朝出庫不規則              ⑧夜勤 

 

図 5 個人パターン別の運行月数に対する個人パターンの運行月数の占める割合 
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①連続運行              ②連続勤務 
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図 6 個人パターン別の各ドライバーの運行パターン個数の分布 
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表 1 事業場規模別の健康管理の状況（残差分析の結果） 

健康診断の受診 なし 2.23 △ 1.86 -1.01 -3.32 ▼
あり -2.23 ▼ -1.86 1.01 3.32 △

健康診断の制度 なし 4.86 △ 2.67 △ -3.47 ▼ -4.12 ▼
あり -4.86 ▼ -2.67 ▼ 3.47 △ 4.12 △

Note : 数値は調整済み残差を記載し，有意であったセルに△▼を記載した。

個人他
（n  = 64）

21―30⼈
（n  = 60）

11―20⼈
（n  = 92）

2―10⼈
（n  = 100）

 
 

 

 

 

 




